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北本市個人情報の保護に関する法律施行条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第

５７号。以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 （用語） 

第２条 この条例において使用する用語は、法において使用する用語の

例による。 

 （条例要配慮個人情報） 

第３条 法第６０条第５項の条例で定める記述等は、市が実施するパー

トナーシップの宣誓制度を内容とする記述等とする。 

 （帳簿の作成及び公表） 

第４条 市の機関（議会を除く。以下同じ。）は、自ら保有する法第７

４条第２項第９号に掲げる個人情報ファイルのうち条例要配慮個人情

報その他特に必要であると認めるものについて、法第７５条第５項に

規定する個人情報ファイル簿とは別の個人情報の保有の状況に関する

事項を記載した帳簿として、市の機関が定めるところにより作成し、



公表するものとする。 

（開示請求書等の記載事項） 

第５条 開示請求書には、法第７７条第１項各号に掲げる事項のほか、

市の機関が定める事項を記載することができる。 

２ 訂正請求書には、法第９１条第１項各号に掲げる事項のほか、市の

機関が定める事項を記載することができる。 

３ 利用停止請求書には、法第９９条第１項各号に掲げる事項のほか、

市の機関が定める事項を記載することができる。 

（開示決定等の期限） 

第６条 市の機関が行う開示決定等の期限に係る法第８３条の規定の適

用については、同条第１項中「３０日」とあるのは「７日」と、同条

第２項中「３０日」とあるのは「２３日」とする。 

 （開示決定等の期限の特例） 

第７条 市の機関が行う開示決定等の期限の特例に係る法第８４条の規

定の適用については、同条中「６０日」とあるのは「３０日」と、

「同条第１項」とあるのは「北本市個人情報の保護に関する法律施行

条例（令和５年条例第  号）第６条の規定により読み替えて適用さ

れる前条第１項」とする。 

（開示請求に係る手数料等） 

第８条 法第８９条第２項の規定により納付しなければならない手数料

の額は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額

とする。 

 ⑴ 開示請求に係る手数料（次号に掲げるものを除く。）の額 無料 

 ⑵ 写しの作成に係る手数料の額 北本市手数料条例（平成１２年条

例第９号）に定める額 

２ 写しの送付に要する費用は、開示請求者の負担とする。 

 （審査会への諮問） 

第９条 市の機関は、次のいずれかに該当する場合において、個人情報

の適正な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くこと

が特に必要であると認めるときは、北本市情報公開・個人情報保護審

査会条例（平成１８年条例第４９号）第１条に規定する北本市情報公



開・個人情報保護審査会に諮問することができる。 

⑴ この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

⑵ 法第６６条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようと

する場合 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市の機関における個人情報の取扱い

に関する運用上の細則を定めようとする場合 

 

附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （北本市個人情報保護条例の廃止） 

第２条 北本市個人情報保護条例（平成３年条例第４２号）は、廃止す

る。 

 （北本市個人情報保護条例の廃止に伴う経過措置） 

第３条 次に掲げる者に係る前条の規定による廃止前の北本市個人情報

保護条例（以下「旧条例」という。）第３条第２項又は第２７条の規

定によるその業務に関して知り得た旧条例第２条第１号に規定する個

人情報（以下「旧個人情報」という。）の内容をみだりに他人に知ら

せ、又は不当な目的に利用してはならない義務については、前条の規

定の施行後も、なお従前の例による。 

 ⑴ 前条の規定の施行の際現に旧条例第２条第４号に規定する実施機

関（以下「旧実施機関」という。）の職員である者又は前条の規定

の施行前において旧実施機関の職員であった者のうち、同条の規定

の施行前において旧個人情報の取扱いに従事していた者 

 ⑵ 前条の規定の施行前において旧実施機関から旧個人情報の取扱い

の委託（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第

３項に規定する指定管理者に公の施設の管理を行わせる場合を含

む。）を受けた業務に従事していた者 

２ 前条の規定の施行の日前に旧条例第１４条第１項若しくは第２項、

第１５条、第１６条、第１７条第１項又は第１７条の２の規定による

請求がされた場合における旧条例に規定する保有個人情報の開示、訂



正、削除、目的外利用等の中止又は特定個人情報の利用の中止等につ

いては、なお従前の例による。 

３ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施行前にお

いて旧実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された

保有個人情報を含む情報の集合物であって、一定の事務又は業務の目

的を達成するために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索す

ることができるように体系的に構成したもの（その全部又は一部を複

製し、又は加工したものを含む。）を同条の規定の施行後に提供した

ときは、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。  

 ⑴ 前条の規定の施行の際現に旧実施機関の職員である者又は同条の

規定の施行前において旧実施機関の職員であった者 

 ⑵ 第１項第２号に掲げる者 

４ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の規定の施

行前において旧実施機関が保有していた行政文書に記録された個人情

報を同条の規定の施行後に自己若しくは第三者の不正な利益を図る目

的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は５０万円以下

の罰金に処する。 

５ 受託業務を行う法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めの

あるものを含む。以下この項において同じ。）の代表者又は法人若し

くは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に

関して前２項の違反行為（第３項第１号に掲げる者がする行為を除

く。）をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して

も、前２項の罰金刑を科する。 

６ 法人でない団体について前項の規定の適用がある場合には、その代

表者又は管理人が、その訴訟行為につきその法人でない団体を代表す

るほか、法人を被告人又は被疑者とする場合の刑事訴訟に関する法律

の規定を準用する。 

７ 前条の規定により旧条例の規定がその効力を失う前にした違反行為

の処罰については、その失効後も、なお従前の例による。 

 （特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一

部改正） 



第４条 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例

（昭和３１年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

別表情報公開・個人情報保護運営審議会委員の項を削る。 

 （北本市執行機関の附属機関に関する条例の一部改正） 

第５条 北本市執行機関の附属機関に関する条例（昭和５６年条例第２

６号）の一部を次のように改正する。 

  別表第１市長の附属機関の表北本市情報公開・個人情報保護運営審

議会の項を削る。 

 （北本市情報公開条例の一部改正） 

第６条 北本市情報公開条例（平成３年条例第４１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第３条第２項中「、北本市個人情報保護条例（平成３年条例第４２

号）第３条第１項の規定により」を削る。 

  第５条中「とき」を「場合」に改める。 

  第７条第２項第１号中「特定の個人が識別され、又は識別され得る

もの」を「個人を識別することができるもの（他の情報と照合するこ

とにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることに

より、個人の権利利益を害するおそれがあるもの」に改める。 

  第１１条の次に次の２条を加える。 

  （公開請求の却下） 

 第１１条の２ 実施機関は、公開請求が第１条に規定するこの条例の

目的を逸脱するものであり、権利の濫用であると認められるときは、

当該公開請求を却下することができる。 

 ２ 前項の規定により公開請求を却下したときは、請求者に対し、速

やかに、理由を付して、その旨を書面により通知しなければならな

い。 

 ３ 前条第１項の規定は、公開請求の却下について準用する。 

  （公開決定等の期限の特例） 

 第１１条の３ 公開請求に係る行政文書が著しく大量であるため、公

開請求があった日から３０日以内にその全てについて公開決定等を



することにより事務の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある場合

には、第１１条の規定にかかわらず、実施機関は、公開請求に係る

行政文書のうちの相当の部分につき当該期間内に公開決定等をし、

残りの行政文書については相当の期間内に公開決定等をすれば足り

る。この場合において、実施機関は、同条第１項に規定する期間内

に、請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければな

らない。 

  ⑴ この条の規定を適用する旨及びその理由 

  ⑵ 残りの行政文書について公開決定等をする期限 

  第１５条第１項中「手数料は、次のとおり」を「手数料の額は、次

の各号に掲げる者の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める額」に改

め、同条第２項中「前項」を「前２項」に改め、同項を同条第３項と

し、第１項の次に次の１項を加える。 

 ２ 行政文書（前条第２項ただし書に規定する行政文書を複写したも

のを含む。）の写しの作成に係る手数料の額は、北本市手数料条例

に定める額とする。 

  第１６条中「作成及び」を削る。 

  第２３条の見出しを「（行政文書の整備等）」に改め、同条第２項

中「北本市情報公開・個人情報保護運営審議会」を「北本市情報公

開・個人情報保護審査会」に改める。 

（北本市情報公開条例の一部改正に伴う経過措置） 

第７条 前条の規定による改正後の北本市情報公開条例（以下「新情報

公開条例」という。）第７条、第１１条の２、第１１条の３、第１５

条及び第１６条の規定は、この条例の施行の日以後に行う公開請求に

ついて適用し、同日前に行った公開請求については、なお従前の例に

よる。 

 （北本市手数料条例の一部改正） 

第８条 北本市手数料条例（平成１２年条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第２条第１項中第８３号を第８５号とし、第５６号から第８２号ま

でを２号ずつ繰り下げ、第５５号の次に次の２号を加える。 



  (５６) 北本市情報公開条例第１５条第２項に規定する行政文書の写し

の作成に係る手数料の額 次の表に掲げる額 

写しの作成の方法等 手数料の額 

書面等を

複写機に

より用紙

に複写し

たもの又

は電磁的

記録に記

録された

事項を用

紙に出力

したもの 

白黒（日本産業規格Ａ列

３番（以下「Ａ３」とい

う。）、Ａ列４番（以下

「Ａ４」という。）、Ｂ

列４番（以下「Ｂ４」と

いう。）又はＢ列５番

（ 以 下 「 Ｂ ５ 」 と い

う。）の場合に限る。） 

用紙１枚につき１０円 

白黒（Ａ３を超える場合

に限る。） 

実費に相当する額 

カラー（Ａ４、Ｂ４又は

Ｂ５の場合に限る。） 

用紙１枚につき５０円 

カラー（Ａ３の場合に限

る。） 

用紙１枚につき８０円 

カラー（Ａ３を超える場

合に限る。） 

実費に相当する額 

電磁的記録に記録された事項を電

磁的記録媒体に複写したもの 

実費に相当する額 

 (５７) 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第８７

条第１項の保有個人情報の開示に係る当該保有個人情報が記録さ

れている行政文書の写しの作成に係る手数料の額 前号に規定す

る額 

  第２条中第６項を第７項とし、第５項を第６項とし、第４項の次に

次の１項を加える。 

 ５ 第１項第５６号及び第５７号の手数料は、両面に複写され、又は

出力された用紙については、片面を１枚として手数料の額を算定す

る。 



  第３条第１項中「前条第１項第５５号」を「前条第１項第５５号か

ら第５７号まで」に改める。 

  第５条第８項中「第２条第１項第５６号から第８３号まで」を「第

２条第１項第５８号から第８５号まで」に改める。 

 （北本市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

第９条 北本市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成１８年条例第

４９号）の一部を次のように改正する。 

第１条中「次条において」を「以下」に、「及び北本市個人情報保

護条例（平成３年条例第４２号。次条において「個人情報保護条例」

という。）の規定に基づく審査請求」を「の規定に基づく審査請求、

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」

という。）の規定に基づく審査請求、情報公開条例第２３条第２項の

規定に規定する実施機関が審査会に意見を聴くこととされた事項及び

北本市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和５年条例第  号。

以下「個人情報保護条例」という。）第９条の規定に基づく諮問事項

（以下これらを「事件等」という。）」に改める。 

第２条第１号及び第２号を次のように改める。 

⑴ 公開決定等 情報公開条例第１１条第１項の決定及び第２項の

決定並びに法第７８条第１項第４号の開示決定等をいう。 

⑵ 訂正等 法第９０条第１項に規定する訂正及び法第９８条第１

項に規定する利用停止をいう。 

第３条第２項中「うちから」の次に「、事件等ごとに」を加える。 

第４条を次のように改める。 

（任期） 

第４条 委員の任期は、前条第２項の規定により委嘱された日から当

該事件等に係る審議が終了するまでの期間とする。 

第７条第１項中「審査会は、」の次に「審査請求に係る事件に関し」

を加え、「実施機関」を「諮問庁（情報公開条例第２条第２号に規定

する実施機関及び個人情報保護条例第４条に規定する市の機関をいう。

以下同じ。）」に、「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同条第

２項中「実施機関」を「諮問庁」に改め、同条第３項中「実施機関」



を「諮問庁」に、「個人情報」を「保有個人情報」に改め、同条第４

項中「実施機関」を「諮問庁」に改める。 

第１１条中「行う」の次に「審査請求に係る」を加える。 

第１２条中「諮問に対する」を「審査請求に係る」に改める。 

（北本市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正に伴う経過措

置） 

第１０条 この条例の施行の日の前日において北本市情報公開・個人情

報保護審査会の委員である者の任期は、前条による改正後の北本市情

報公開・個人情報保護審査会条例第４条の規定にかかわらず、その日

に満了する。 


